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ルートの基礎的検討

〇下関北九州道路 実現 向    多様       幅広 汲 取      地域 理解 ⾼  合意形成 図    

地元住⺠ 産業界   多  関係者  意⾒聴取 進  必要    

道
路
の
課
題

【迂回】
両市間の移動は、関
⾨トンネルなどへの⼤
きな迂回が必要

【通⾏⽌ 】
関⾨トンネル等では、
事故や補修⼯事によ
 通⾏⽌ が多発

【渋滞】
両市を結ぶルート上
の主要交差点では交
通混雑が発⽣

下
関
北
九
州
道
路
の
あ
り
⽅

両市の中⼼部を近づけることで、
交流⼈⼝ 増加 ⽣活圏 拡⼤ 図 

今
後
の
課
題

【ルートの推奨案】
３つのルート帯を⽐較評価した結果、両市を最短で結び、
産業 物流 観光    効果 ⼤  Ｂルート帯が最も望ましい。

Ａルート帯

Ｂルート帯
Ｃルート帯

下関市

北九州市

ルート帯 ルート帯の概要

Ａルート帯
次世代産業拠点である響灘地区等から下関市街地・彦島地
区の連絡性を重視し、両市中⼼部（下関市街地、⼩倉都
⼼）間の連絡性に配慮したルート

Ｂルート帯 両市中⼼部間 距離 重視  ⼩倉都⼼ ⻄側      
するルート

Ｃルート帯 両市中⼼部間 距離 重視  ⼩倉都⼼ 東側      
するルート

響灘地区

本州 九州 ⽞関⼝   多様 産業 物流
の拠点の連絡性を⾼め、多重性を確保し、
円滑 安定  物流 実現

関⾨海峡のまわりに点在する観光資源を有機
的に繋げ、海峡を跨いだ循環型周遊ルートを
形成

暮
ら
し

産
業
・

物
流

観
光

海峡 挟  連携  下関北九州地域    

下関市街地

小倉都心

下
関
北
九
州
道
路
の
ル

ト
帯
の
⽐
較

ネットワーク模式図

直線距離
約10km

道路距離
約20km

下関北九州道路の整備により道路の
拡幅や交差点改良等の別途検討を
要することが見込まれる主な箇所

下関北九州道路のルート帯

両市中心部から
の30分圏域（現状）

30分圏域の
拡大（将来）

北九州市

下関市

両都市間のアクセス
下関市街地～小倉都心間の移動時間
の短縮  ◎ 〇

交流人口の拡大 交流可能人口の増大 △ ◎ 〇

物流拠点間の連絡性 主な物流拠点の連絡性の向上  〇 〇

次世代産業集積の進む
エリアへのアクセス

響灘地区等～下関市街地、彦島地区
間の移動時間の短縮 ◎ 〇 △

周遊ルートの形成 主な観光施設の連絡性の向上  ◎ 〇

インバウンド観光増大
大型クルーズ船の寄港地※から観光
地へのアクセス性の向上
※長州出島,ひびきｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ

 ◎ 〇

地域の混雑緩和 〇 ◎ △

△ ◎ △

△ ◎ 〇

Ｃルート帯

約１２ｋｍ 約８ｋｍ 約１０ｋｍ

起点部：旧彦島有料道路 起点部：旧彦島有料道路 起点部：旧彦島有料道路
終点部：北九州都市高速（若戸トンネル） 終点部：北九州都市高速 終点部：北九州都市高速

暮
ら
し

産
業
・
物
流

観
光

評価項目 評価指標

Ａルート帯 Ｂルート帯

混雑の緩和

既存市街地等への影響

事　業　費　

上表は相対評価（◎：他の２案より優位、〇：他の１案より優位、△：他の２案より劣る、 ：未整備時と変わらない）





整備手法の基礎的検討

PFI的事業

利⽤者 地域

PFI的事業者国・地⽅⾃治体

良質 快適 
道路交通    
の享受

新しい事業機会
の創出

低廉 良質 
道路交通    
の提供

＜イメージ＞

＜有料道路事業へのPFI的事業の導入＞＜有料道路事業へのPFI的事業の導入＞

▼三者    便益 受  仕組 

設計
・建設時

収⼊
 ⺠間借⼊
・公的⽀援
・企業等出資

⽀出 ・設計・建設費

管理
・運営時

収⼊  通⾏料⾦ 利⽤料⾦

⽀出
 維持管理費 運営費
・出資者への配当
 ⾦融  返済

管理    等
質の⾼い
施設建設

利⽤    等
質 良 

サービスの提供削減

削減

増加

○⺠間意向把握（         調査） 実施  ⺠間参⼊条件 整理 
○周辺        料⾦           関⾨     関⾨橋  ⼀体的運営   含  事業⼿法 検討 

＜今後の課題＞＜今後の課題＞

＜目的＞

①国内外 先進事例 特徴

④導⼊      主 論点

収益事業
有料道路 密接 関連  地域 活性化 資  収益事業

道路 上下空間 活⽤
（オフィス等と⼀体的に整備） SA・PA 有料道路 直結  物流団地

有料道路事業

⼀体的
運営

関
⾨
ト
ン
ネ
ル

関

⾨

橋

下
関
北
九
州
道
路

①有料道路事業 
効率的運営   

利⽤者    向上 
公的負担の軽減

[例]
・適正な⽔準のもとで
 建設 管理運営 
ストの削減

 多様 弾⼒的  利
⽤    料⾦設定

②収益事業の
⼀体的運営による
・PFI的事業者への

インセンティブ
 有料道路利⽤者 

増加
・地域経済の活性化
・公的負担の軽減

⺠間 創意⼯夫     活⽤

▼下関北九州道路 特徴

○関⾨海峡 跨 ３  道路       
交通分担 料⾦収⼊  関係性 ⾼  

○交通分担 最適化   地域 便益 最
⼤化    ３  道路 ⼀体的運⽤ 
含めた整備⼿法の検討が必要である。

関⾨橋 関⾨     下関北九州道路
は、代替・補完関係である

北九州市

③基本スキーム図

関
⾨
海
峡

基本スキーム 追加検討スキーム
パタ
ーン

事業内容 主な特徴と課題
事例

設計・建設 管理 運営 事業
完了後

⺠間    等
活⽤の余地 リスクの⼤きさ

1

⼤
・設計建設及び管
理運営 可能

⼤
・建設費のコスト
オーバの可能性有
 実績交通量    
乖離 可能性有

・英国 ⾼速道路M6
・フランス A86⻄ 等

2
中

 管理運営 可能
中

 実績交通量    
乖離 可能性有

・フランス
A65号線の⼀部 等

3
⼩

 管理運営 可能
（期間が２より短い）

⼩
 実績交通量    
安定性有

 愛知県道路公社
・⽶国 スカイウェイ 等

⺠間 公共

⺠間公共 公共

⺠間公共 公共

②導⼊の狙い（収⽀構造）

下関市

周辺道路   
ワークとの連携

（関⾨トンネル、
関⾨橋など）

 料⾦   交通
マネジメント

・コンセッションによる
運営権対価の活⽤

     道路 機能
強化 有料道路事
業の活⽤

融資

 道路通⾏料⾦
 利⽤料⾦

地域企業等

出資

⾦融機関

・施設の建設
・運営権対価

SPC（⺠間）
 資⾦調達
・設計建設
 維持管理 運営
 料⾦ 設定 徴収

返済

配当

公共

・建設⽔準の設定
 維持管理⽔準 設定

PFI事業契約

 道路 利⽤
 施設 利⽤

利⽤者 地域

 道路交通ｻｰﾋﾞｽ
・施設ｻｰﾋﾞｽ

・公的負担

○⺠間 創意⼯夫     等活⽤ 余地 … コストダウン、サービス⽔準向上など
○利潤 余地 … ⺠間          公共負担 軽減  
○事業のリスクの⼤きさとリスクの分担 … コストオーバーラン、収⼊の確実性など
○収益事業の可能性 … 有料道路事業 密接 関連  収益事業        整合  
○従来 有料道路 ⽐較  場合    増要因 … 課税 対象 ⺠間借⼊  
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